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◆食品リサイクル法改正

循環基本法・基本計画策定以降の経産省の取組循環基本法・基本計画策定以降の経産省の取組循環基本法・基本計画策定以降の経産省の取組
循環型社会形成に向けた法制度／環境整備／国際的取組の展開

法制度 国際的取組環境整備

◆家電リサイクル法
見直し検討中

◆容器包装リサイクル法改正

◆資源有効利用促進法
見直し検討中

エコタウン事業
（1997年～）

◇補助金廃止

◇産業構造審議会国際資源循環
ＷＧ報告書とりまとめ
「持続可能なアジア循環型経済

社会圏の実現に向けて」

２００１年２００１年

２００４年２００４年

２００５年２００５年

２００６年２００６年

２００７年２００７年

◆第１回日中３Ｒ政策対話（2004.9.2）
（経済産業省－中国国家発展改革委）

◆第２回日中３Ｒ政策対話（2007.6.27）

アジア各国との
２国間政策対話

アジア各国に対する
技術協力（研修生受
入、専門家派遣等）

（2007年現在、
26地域62施設）

※エコタウンプラン
承認制度は継続

環境コミュ
ニティビジ
ネス事業

（2003年～）
２００３年２００３年

グリーン
サービサイ
ジング事業
（2005年～）

資源循環型地域
振興施設整備費

補助金

＜ハード支援＞ ＜ソフト支援＞

リデュース措置の強化
リサイクルの合理化促進 等

◇自動車リサイクル法施行

■循環基本計画策定

環境管理会計
事業

（1999年～）

エコタウンのノウハウを活かした
日中循環型都市協力を開始

１Ｒ ３Ｒ

◇資源有効利用促進法施行

◇家電リサイクル法施行
◇食品リサイクル法施行



近年の３Ｒ政策をめぐる環境変化①近年の３Ｒ政策をめぐる環境変化近年の３Ｒ政策をめぐる環境変化①①
３Ｒの取組の着実な進展

各種リサイクル法の適切な施行により、個別物品のリサイクル率等は着実に進展。

経済産業省では、事業者の自主的な取組を促進するため、「業種別・品目別廃棄物処理・リサイク
ルガイドライン」を策定し、３Ｒへの取組をまとめるとともに、毎年フォローアップを行い、対象品目・業
種の拡大や取組の強化を図っている。

各種リサイクル法の施行状況とリサイクルガイドラインの強化

新たな取り組み事例

事業者が市町村に資金を拠出する仕組みの創設（改正容リ法）

関係者の連携強化による再商品化の高度化
と社会的費用の抑制の同時達成
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家電リサイクル法対象４品目の引取台数・再商品化率の推移
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リサイクルガイドラインの対象品目・業種の推移

容リ法における資金拠出制度のイメージ図

リサイクルの「量」や「率」の増大から、リサイクルの「質」の向上が次なる課題に。

現在、対象は
３５品目・１８業種

8,549

11,614

10,150 10,462
11,216 11,620

77

66
68

71
73

74

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

50

60

70

80

90

100引取台数

再商品化率引取台数
（千台）

再商品化率
（％）


